
（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用

例）炉心冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞）※ （30㎞～）

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）全交流電源喪失

例）全交流電源喪失が
30分以上継続

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始 ●UPZの住民は屋内退避の準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始）

ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転
（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

島根地域の緊急時対応（概要版） ①原子力災害対策重点区域・広域避難先

 島根地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は457,496人
(令和2年12月末時点)。

 PAZ内の人口は9,487人（島根県松江市）。
 UPZ内の人口は島根県及び鳥取県の関係6市448,009人。

１．島根地域の原子力災害対策重点区域 ３．PAZ及びUPZの各自治体における広域避難先

 PAZ、UPZ内の各市の住民の避難先は、県内外で確保。

 地域ごとにあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他
の経路により避難を実施。

1

島根地域原子力防災協議会
令和３年７月３０日策定

放射性物質放出後

 緊急事態の初期対応段階においては放射性物質放出前から原子力施設の状況に応じて、放射性物
質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づいて防護措置を実施。

① EAL（Emergency Action Level ）による初期対応段階における防護措置
原子力施設の状況等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL） を 設定。
EALに基づき防護措置を行う。
※施設敷地緊急事態要避難者は、 EAL（SE）の段階から避難を開始する。

ただし、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

② OIL（Operational Intervention Level）による放射性物質放出後における防護措置
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰを立ち上げ、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを開始。放射性物質放出後 、 防
護措置の実施基準（OIL）に基づきﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果から区域を特定し、 PAZ外の住民の防護措置を実施。

UPZ

米子市
よなごし

出雲市
いずもし

雲南市
うんなんし 安来市

やすぎし

松江市
まつえし

境港市

PAZ
さかいみなとし

PAZ内の
広域避難先 PAZ

奥出雲町

大田市

5km

30km

UPZ内の
広域避難先

PAZ

島根県
県内避難先

島根県
県外避難先

（広島県、岡山県）

鳥取県
県内避難先

UPZ

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone
※UPZ（緊急防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

関係県
PAZ内 UPZ内

合 計
(概ね5 km） （概ね5～30km）

島根県 9,487人 376,891人 386,378人

鳥取県 71,118人 71,118人

合 計 9,487人 448,009人 457,496人

※冷却告示の対象となる1号機は概ね5ｋｍ圏内がUPZとなる。

鳥取県島根県

UPZ

※自然災害等によりあらかじめ定めた避難先に避難できない場合は、島根県、鳥取県又は国が調整の上、代替避難先を確保。

おくいずもちょう

おおだし

出典： 地理院地図（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成

２．原子力災害対策指針における緊急事態の防護措置の考え方



島根地域の緊急時対応（概要版） ②PAZにおける避難・屋内退避の考え方

区域 種別
対象者数
(支援者数)

避難等の流れ
備考

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

PAZ
（発電所
から概ね

5km圏内）

医療機関、
社会福祉施
設の入所者

551人
（489人）

施設ごとに避難計画を策定済み。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高
まる者は、放射線防護対策を講
じた自施設で、安全に避難が実
施できる準備が整うまで屋内退
避を実施。

在宅の避難
行動要支援
者※1

479人
（479人）

避難可能な者は、避難経由所を
経由して、指定された避難先へ
避難。

避難の実施により健康ﾘｽｸが高
まる者は、近隣の放射線防護対
策施設へ移動し、安全に避難が
実施できる準備が整うまで屋内
退避を実施。

その他の
施設敷地
緊急事態
要避難者※2

779人

妊婦、授乳婦、乳幼児、乳幼児と
ともに避難する必要がある者、安
定ﾖｳ素剤を服用できないと医師
が判断した者は、施設敷地緊急

事態で避難を開始。

学校・保育
所等の児童
等

1,813人
（340人）

警戒事態で授業を中止し、保護
者に引渡し。

警戒事態で保護者への引渡しが
できず、施設敷地緊急事態に
至った若しくは同事態となること
が見込まれる場合、PAZ外の緊
急退避所に移動し、保護者に引
渡し。

緊急退避所で引渡しができず一
時移転等対象区域となった場合、
避難先で保護者に引渡し。

一般住民※3 9,487人

住民はあらかじめ定められた避
難先へ避難。

自家用車を利用可能な者は自家
用車で移動。自家用車が利用で
きない者は、島根県及び松江市
が確保したﾊﾞｽで避難。

PAZ内人口 9,487人

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
原
災
法
10
条
）で
避
難
開
始

全
面
緊
急
事
態

（
原
災
法
15
条
）
で
避
難
開
始

※1 在宅の避難行動要支援者のうち、施設敷地緊急事態要避難者が対象
※2 妊婦、授乳婦、乳幼児、乳幼児とともに避難する必要がある者、安定ﾖｳ素剤を服用できないと医師が判断した者
※3 一般住民の対象者数は、PAZ内住民の人口
※4 警戒事態に至った時点で対象施設において保護者へ引渡した学校・保育所等の児童等について、保育所・幼稚園の児童は施設敷地緊急事態で保護者とともに避難開始、それ以外の者は全面緊急事態で避難開始
※5 施設敷地緊急事態に至った若しくは同事態となることが見込まれる場合、緊急退避所において保護者へ引渡した学校・保育所等の児童等について、保護者とともに緊急退避所で待機し、全面緊急事態で避難開始

避
難
準
備
を
開
始

一般住民の
避難準備を開始

福祉車両75台で避難（75人）

支援者とともにﾊﾞｽ5台、福祉車両28台で避難（125人）

最大ﾊﾞｽ62台で避難（1,813人）

＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：426人＞

避難先施設
（47施設）

避難先施設
（47施設）

自家用車で避難（8,291人）

2

ﾊﾞｽ40台で避難（1,196人）

対象者
479人

避難経由所
（8か所）

避難先施設
（広域福祉避難所 14施設、医療機関 23施設）

対象施設
（15施設）

551人

＜避難可能な者：125人＞

一時集結所
（13か所）

＜避難可能な者：404人＞

支援者とともにﾊﾞｽ3台で避難（51人）

放射線防護対策施設 3施設
＜避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者：75人＞

支援者の車両で避難（353人）

避難先施設
（15施設）

保護者

引渡し

一時集結所
（13か所）

緊急退避所

松江市総合体育館
（予備：くにびきﾒｯｾ）

避難経由所
（8か所）

＜緊急退避所でも保護者へ引渡しができなかった児童等＞

※5

対象施設
（12施設）
1,813人

＜警戒事態で保護者へ引渡しができなかった児童等＞

対象者
779人

避難先施設
（47施設）

避難経由所
（8か所）

保護者

引渡し

対象者
9,487人

放射線防護対策施設
（社会福祉施設 6施設、医療機関 1施設）（放射線防護対策を講じた自施設で屋内退避（426人））

一時集結所
（13か所）

ﾊﾞｽ3台で避難（99人）

自家用車で避難（680人）

避難経由所
（8か所）

放射性物質放出後、一時移転等対象区域となった場合

ﾊﾞｽ（職員同乗）により移動
※4



区域 種別 対象者数

屋内退避 ／一時移転（1週間程度内に実施）の流れ

備考
警戒
事態

施設敷地
緊急事態

全面緊急事態

OIL2となった場合※2

UPZ
（発電所
から概ね
5～30km

圏内）

医療機関の
入所者

島根県
5,835人
鳥取県
326人

合計
6,161人

 施設ごとの避難計画等に基づき、
島根県及び鳥取県が関係機関と
調整した避難先へ移動。

社会福祉
施設の入所
者

島根県
9,255人
鳥取県
1,327人

合計
10,582人

 施設ごとの避難計画等で定めて
いる避難先へ移動。

在宅の避難
行動要支援
者

島根県
32,125人
鳥取県
6,995人

合計
39,120人

 避難先自治体が準備した避難先
へ移動。

 避難先で特別な配慮が必要な避
難行動要支援者は、避難先自治
体が準備した施設へ移動。

学校・保育所
等の児童等

島根県
58,662人
鳥取県
8,712人

合計
67,374人

 警戒事態以降、又は施設敷地緊
急事態の段階で、児童等の帰宅、
又は保護者への引渡しを開始。

 保護者に引渡しができなかった場
合、全面緊急事態で屋内退避を
実施。その後の指示に基づき避
難先へ移動し、保護者に引渡し。

一般住民※1

島根県
376,891人

鳥取県
71,118人

合計
448,009人

 避難計画で定めている避難先へ
移動。

 自家用車や県が確保したﾊﾞｽで
移動。

UPZ内人口 448,009人

避難先施設
（528施設）

避難先施設
（2,044施設）

自家用車、ﾊﾞｽにより移動

全
面
緊
急
事
態
で
屋
内
退
避
を
開
始
。
そ
の
後
、
緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
き
、
毎
時
20

マ
イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
区
域
が
特
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
区
域
の
住
民
の
一
時
移
転
を
実
施

屋内退避
（353施設：
10,582人）

屋内退避
（39,120人）

屋内退避
（448,009人）

島根県及び鳥取県がそれぞれの県内のﾊﾞｽ会
社等から必要となる輸送手段を調達。不足する
場合は他県との応援協定や国の支援の下、近
隣県等から、輸送手段を調達。

屋
内
退
避
の
準
備
を
開
始

支援者の車両、ﾊﾞｽ・福祉車両（支援者同乗）

により移動

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により移動

ﾊﾞｽ（職員同乗）により移動

3

島根地域の緊急時対応（概要版） ③UPZにおける屋内退避・一時移転の考え方

対象施設
（420
施設）

保護者
引渡し

屋内退避
（53施設：
6,161人）

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により移動

避難先施設
（580施設）

避難先施設
（1,516施設）

避難先施設
（1,516施設）

※1 一般住民の対象者数は、UPZ内住民の人口
※2 OIL2を例に示したもの。UPZ内の全住民のうち、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果に基づき、毎時20ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄを超えると特定された区域の

住民は、一時移転を実施。一時移転に際しては、避難退域時検査を実施した上で、必要に応じ避難経由所を経由し避難先まで移動

一時移転
対象者

一時移転
対象者

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

一時移転
の指示

＜引渡しができなかった児童等＞

屋内退避
（420施設：
67,374人）

一時移転
対象者

一時移転
対象者

一時移転
対象者

一時移転
の指示



３．避難を円滑に行うための対応策

島根地域の緊急時対応（概要版） ④島根地域の実状に応じた対策

２．UPZにおける対応

 島根県では、島根県警交通管制ｾﾝﾀｰに「原子力災害時の避難・誘導ｼｽﾃﾑ」を導入。避難経路上の信
号を一斉に「青色灯火」とすることで、避難する車両は優先的な通行が可能。また、ｳｪﾌﾞｻｲﾄ「島根県避
難ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟ」を作成。地区ごとの避難先施設までの経路等のほか、道路の渋滞情報などを提供。

 鳥取県では、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ対応の「鳥取県原子力防災ｱﾌﾟﾘ」を作成。地区ごとの避難先施設までの経路等
のほか、道路の渋滞情報などを提供。

 全面緊急事態に至った場合、屋内退避を実施。その後、一時移転等の指示があった場合、一時移
転等を実施。

 島根県内の住民については、島根県内又は岡山県、広島県の避難先へ一時移転等を実施。鳥取
県内の住民については、鳥取県内の避難先へ一時移転等を実施。

 避難経路や避難先の被災状況等、何らかの理由で予定していた避難先が使用できない場合には、
島根県、鳥取県及び関係市において他の避難先の調整を行う。

４．避難車両、避難所などにおける感染拡大防止

１．PAZにおける対応

 避難が必要となった場合、自家用車で避難する住民は、松江市の3地区（鹿島地区、生馬地区、古
江地区）については、大田市内の避難経由所を経由し、避難先へ避難。島根地区については、奥出
雲町内の避難経由所を経由し、避難先へ避難。

 ﾊﾞｽにより避難する住民は、徒歩等で各地区内の一時集結所に集合し、島根県及び松江市が確保
したﾊﾞｽにて、避難経由所を経由し、避難先へ避難。

 避難又は一時移転を行う場合は、感染者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの
着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況、避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に
応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

PAZ
UPZ

大田市 奥出雲町

９

431

避難元
避難先

避難経由所 避難先施設

松
江
市

鹿島地区

大田市

３か所 16か所

生馬地区（一部） １か所 11か所

古江地区（一部） ３か所 14か所

島根地区（一部） 奥出雲町 １か所 21か所

（凡例）避難経由所

大田市避難経由所（鹿島地区）

大田市避難経由所（生馬地区）

大田市避難経由所（古江地区）

奥出雲町避難経由所（島根地区）

島根県

島根県避難ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟ

原子力災害時の避難・誘導ｼｽﾃﾑ

島根県警察本部 交通管制ｾﾝﾀｰ

鳥取県

PAZUPZ

島 根 県

広 島 県

安来市

松江市出雲市

雲南市

岡 山 県

境港市

米子市

鳥 取 県

避難元 避難先

出雲市

安来市

雲南市

島根県内（11市町）、
岡山県（13市町）、広島県（5市町）

出雲市内（UPZ外）、
広島県（12市町）

岡山県（14市町村）

広島県（5市町）

松江市

避難元 避難先

米子市

境港市

鳥取県内（6市町）

鳥取県内（3市町）

島根県

鳥取県

＜感染症等の流行下に原子力災害が発生した場合（PAZの例）＞

避難等の実施避難元 避難先

感染者(軽症者等)

それ以外の者※

放射線防護対策施設等で屋内退避を継続
それ以外の者とは別の施設で屋内退避。

 それ以外の者とは、別施設に
避難。また、施設内では密集
を避ける。

施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者

一
般
住
民

感染者
（重症者）

避難の実施
により健康
リスクが高
まらない者

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
着
用
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

感染者
(軽症者等)

それ以外
の者※

感染症指定医療機関等で治療

避難所等
 感染者(軽症者等)は、それ以

外の者とは隔離するため、別
施設や個室等に避難。また、
密集を避ける。

 避難先施設では、密集を避け
る。

感染者
(軽症者等)

それ以外
の者※

避難の実施
により

健康リスク
が高まる者

【
G
Ｅ
】

避
難
等
開
始

放射線防護対策施設等で屋内退避を継続
感染者(軽症者等)とは別の施設で屋内退避。

【
Ｓ
Ｅ
】

避
難
等
開
始

 感染者(軽症者等)は、それ以
外の者とは隔離するため、別
施設や個室等に避難。また、
密集を避ける。

 感染者とは、別施設に避難。ま
た、施設内では密集を避ける。

 避難先施設では、密集を避け
る。

 指定避難所等に避難を実
施する場合は、密集を避
け、極力分散して避難。

自宅等で
避難準備

バス避難者等の
一時集結所等

 密集を避け、極力分散して集合。

 それ以外の者とは、
別々の車両で避難。

避難車両

 バス等で避難する際
は、密集を避け、極
力分散して避難。

 バス等で避難する
際は、密集を避け、
極力分散して避難。

 感染者(軽症者等)と
は、別々の車両で避
難。

 バス等で避難する際
は、密集を避け、極
力分散して避難。

 バス等で避難する
際は、密集を避け、
極力分散して避難。

※濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。 4



３．避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の備蓄と緊急配布

２．PAZ内の安定ﾖｳ素剤の事前配布

 島根県及び鳥取県では避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、計273施設に備蓄。
 緊急配布が必要となった場合、関係市等は備蓄場所から一時集結所等に設置する緊急配布場所

（計342か所）に搬送の上、対象住民等に順次配布を実施。

島根地域の緊急時対応（概要版） ⑤住民の安全確保に向けた主な対策

 島根県及び松江市では、PAZ内の住民及びPAZ内の事業所に勤務するPAZ外の住民に対する
安定ﾖｳ素剤の事前配布を実施。

 令和3年4月現在、PAZ内の住民40歳未満の者に対し、1,656人に配布。

１．島根地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点及び一時移転等の実施単位

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点175地点を設定し、そこで測定された実測値に基づき迅速に防護措置を講ず
る区域を特定できるよう、一時移転等の実施単位ごとに関連付けを行っている。

４．避難退域時検査場所の候補地の設定

 島根県、鳥取県では、緊急時の避難を円滑に行うため、UPZ内人口や避難経路等を考慮し、避難元
地域と各避難退域時検査場所の対応付けを行った上で、候補地をあらかじめ準備。（全21か所※）

5

必要に応じて関係市等が
安定ﾖｳ素剤の搬送を実施

安定ﾖｳ素剤備蓄場所

島根県：195か所

鳥取県：78か所

安定ﾖｳ素剤の緊急配布を実施

島根県：計266か所
（一時集結所等）

鳥取県：計76か所
（一時集結所、避難退域時検査場所等）

PAZ
UPZ

島根県における避難退域時検査場所の候補地

出雲市 浜山公園 他４施設

雲南市 道の駅掛合の里 他４施設

安来市 中海ふれあい公園 他２施設

伯耆町 大山PA※

鳥取県における避難退域時検査場所の候補地

琴浦町 東伯総合公園体育館

大山町
中山農業者ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、
名和農業者ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

江府町 江府町立総合体育館

伯耆町 伯耆町B&G海洋ｾﾝﾀｰ、大山PA※

倉吉市 倉吉市関金農林漁業者等健康増進施設

智頭町 旧那岐小学校

PAZ

対象地区
40歳未満の
配布対象者

40歳未満の
配布済者

松江市
（鹿島地区、島根地区の
一部、生馬地区の一部、
古江地区の一部）

2,726人 1,656人

※大山PAは、両県の避難避難退域時検査場所候補地

凡例
● モニタリングポスト等

（凡例）

：安定ﾖｳ素剤備蓄場所

：安定ﾖｳ素剤緊急配布場所

：上記両方を兼ねる場所

PAZ
UPZ

広域図

UPZ

（事前配布説明会の様子）

＜安定ﾖｳ素剤事前配布説明会＞

医師、自治体職員により、安定ﾖｳ素剤の効能や服
用時期など、事前配布に際し知っておくべき事項を説
明し、安定ﾖｳ素剤を配布。



１．緊急時対応体制 ３．実動組織の広域支援体制

２．住民への情報伝達体制

 防護措置（避難、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力災害対策本
部等から関係自治体に、その内容をﾃﾚﾋﾞ会議等を活用し迅速に情報提供。

 自治体は、防災ﾒｰﾙ、防災行政無線、広報車等の複数の情報伝達手段を活用し、住民へ情報を繰り
返し伝達。

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、島根県、鳥取県及び関係市からの各種要請を
踏まえ、政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

6

島根地域の緊急時対応（概要版） ⑥緊急時における対応体制

４．自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

 巡視船艇による住民避難の支援
 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
 船舶等への避難指示の伝達
 海上における警戒活動

海上保安庁

 避難行動要支援者の搬送の支援
 傷病者の搬送
 避難指示の伝達

消防組織

 現地派遣要員の輸送車両の先導
 避難住民の誘導・交通規制
 避難指示の伝達
 避難指示区域への立入制限等

警察組織

 島根県、鳥取県及び関係市との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
 被害状況の把握
 避難の援助
 人員及び物資の緊急輸送
 緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
 人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省

UPZ 現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

原子力事業者

住民

関係6市
災害対策本部

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

・異常事態の通報義務
・要員派遣 緊急事態応急対策活動

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

原子力災害合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

島根県
災害対策本部

要請

住民広報や避難計画に基づき
避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（松江市）
（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

災害派遣・原子力
災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警察に
よる支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇・航空機
の派遣
全国の管区海上保安
本部による支援

全国の実動組織による支援

被災者の
救援等の支援

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

鳥取県
災害対策本部

現地災害対策本部

原子力災害対策本部
（首相官邸）

原子力災害合同対策協議会

構成員・
連絡員

構成員・
連絡員

原子力災害
対策本部

（首相官邸）

中国電力㈱
島根原子力

発電所

原子力災害
合同対策協議会

国・県・市
防災関係機関

自治体
（災害対策本部）

学 校

幼稚園・保育所

社会福祉施設

報道機関

ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ

自治体

緊急速報ﾒｰﾙ

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・ｱﾌﾟﾘ

防災行政無線

広報車

住

民

情報伝達手段

関係機関

《事故状況の連絡》

《事故・災害情報の共有》

《情報連絡》

《情報伝達》

・島根県避難ﾙｰﾄﾏｯﾌﾟ
・鳥取県原子力防災ｱﾌﾟﾘ
により避難経路などを提供

＜住民への主な情報伝達手段の例＞


